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案件名 平和構築・テロ対策（無償資金協力）
案件開始

年度
昭和４３年度（無償資金協力） 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項ハ

関係する計
画、通知等

政府開発援助（ＯＤＡ）大綱
テロの脅威に対処するための新戦略

案件の目的
（目指す姿を

簡潔に。
3行程度以内）

テロとその温床を除去し、「貧困の根絶」と「国家の再建」の役割を果たすため、途上国等に対して、政府開発援助（ＯＤ
Ａ）のうち、無償資金協力（開発途上国がその経済・社会開発に資するための計画を実施する上で必要となる資金を返
済義務を課さないで供与する形態の援助）による経済的支援、統治機構の強化、人道復興支援活動等の支援を実施す
る。

担当部局 国際協力局 担当課室 開発協力総括課 課長　牛尾　滋

会計区分 一般会計 上位政策 経済協力に必要な経費

案件概要
（5行程度以
内。別添可）

アフガニスタンがその安定と復興のために注ぐ努力に対し、国際社会とともに積極的に支援を行う。また、アフガニスタン
情勢と密接不可分なパキスタンなどの周辺地域の安定のための支援を実施する。さらに、、パレスチナの国造りや中東
和平を促進するための支援を行う。そのほか、アジア、アフリカ諸国等において、平和構築のための支援やテロ対策の
支援を実施する。

実施状況

（二国間支援）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（草の根支援）
アフガニスタン：６９．０３億円（７件）　　　　　　　アフガニスタン：１６．４２億円（６９件）
パキスタン：１１８．８２億円（１４件）　　　　 　　　パキスタン：２．２９億円（１９件）
パレスチナ：４２．６７億円（６件）　　　　　　　　　パレスチナ：１．４７億円（１３件）
その他：７４．００億円（８件）

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

予算額(補正後） - - 30,740

23年度要求

予算額(当初） - - 27,620 32,540

執行率 - - 105.6%

執行額 25,420 27,255 32,470

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

業者の選定は、一般競争入札等により行われており、入札結果等については、ＪＩＣＡのＨＰ等で公開している。

見直しの
余地

予算が削減される中、コスト縮減努力等を行ってきている。現在、ＯＤＡのあり方の見直しについて議論を行っており、同
議論を踏まえ、引き続き、効率的、効果的な援助を実施するべく努めていく考え。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー
ム
の
所
見

費用総額(執行ベース) 25,420 27,255 32,470

補
　
記



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)て補足する)
(単位:百万円)



平和構築・テロ対策

A　国際機関 Ｄ　ＮＧＯ・地方公共団体

供与先 金額（百万円） 供与先 金額（百万円）

1 ＵＮＥＳＣＯ 1,791 1
（特活）日本地雷処理
を支援する会

114

3 ＷＦＰ 1,551 2 アガハーン財団 108

2 ＵＮＤＰ 1,458 3 独立人道復興協会 91

4 ＵＮＩＣＥＦ 1,175 4 国際ウマニテラ 85

5 ＵＮＲＷＡ 600 5
ハンガリー国際教会援
助機構

83

6 ＵＮＨＣＲ 464 6
アフガニスタン地雷除
去機関

70

7 ＩＣＲＣ 155 7 地雷探知センター 70

8
地雷除去・アフガン復
興機関

70

9
(社）シャンティ国際ボラ
ンティア会

68

Ｂ　ＪＩＣＡ 10
メフテルラム援助調整
機構

64

供与先（予定） 金額（百万円）

1 アフガニスタン 56

2 パキスタン 53 Ｅ　コンサルタント

支払先 金額（百万円）

1 建設技研インターナショナル 219

Ｃ　途上国政府（調達代理機関） 2 オリエンタルコンサルタンツ 104

供与先 金額（百万円） 3 日本海洋科学 76

1 パキスタン 5,303 4 日本テクノ 73

2 アフガニスタン 4,051 5 アンジェロセック／日本工営 52

3 パレスチナ 1,741

4 スーダン 1,527 Ｆ　民間業者

5 ウガンダ 1,340 支払先 金額（百万円）

6 カンボジア 601 1 飛島建設 1,900

7
日本国際協力システ
ム（調達代理手数料）

529 2 Paz Oil Company Ltd 1,405

3 大成建設 1,206

4
Cambodian Mine
Action Centre

390

5 Qasia Co Ltd 10

6
Provincial Department

of Agriculture
2

※供与先が多数のため上位10団体を記載している。

7

Center For
Development Oriented
Research in Agriculture
and Livelihood System

1




